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地方自治体における財政分析を用いた復興過程把握手法の提案
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研究の背景および目的 況と判断している．1． 

このような自治体における財政状況を踏まえると，災
害からの復興のためには膨大な費用が必要となる．その
うちの公共事業は公的資金の投入による措置が可能であ

るが，それ以外の被災者個人の財産への支援までは難し
いといえる．未曾有の被害をもたらした阪神・淡路大震

災では，その投入配分には問題が指摘されているが，財
政支援という意味では決して小規模ではなかった６)．こ

れほどの特例的な公的支援が行われた背景には，震災の
被害があまりにも大きかったこと，日本経済の不況が続
く中で景気対策のために公共投資を行うことがマクロ的

に有効であると判断されたことなどが考えられる．した

がって，今後発生しうる広域災害や現在も全島避難が続

く三宅島での噴火災害にみられる避難の長期化に対して，
国の財政状況を考慮すれば，今回ほどの財政負担は不可

能といえる．さらに，公的資金では賄いきれない新たな

費用が発生することも想定され，その財源を被災自治体

としてどのように確保するかについて十分検討し，研究
していくことがこれからの課題となろう．

(1)災害に係る自治体財政への課題

阪神・淡路大震災（1995）による被害の規模は，死者，
負傷者，被害建物数，火災発生件数，被災公共公益施設

数など，いずれの面でも極めて甚大で，その復旧・復興

のためには通常の想定をはるかに超える地方公共団体の

資金負担が求められたり、この認識に基づき，災害救助
や災害復旧に関して，他に類例のない手厚い財政支援措

置がとられた．たとえば，国庫補助率の引き上げ，補助

対象事業の拡大，地方負担率に対する交付税措腫の拡充

などが「阪神・淡路大震災に対処するための特別の財政

援助及び助成に関する法律」213)などにより措置されてき
た．その結果として，被災地における公共事業を中心と

する社会基盤の復旧，それに伴う住宅の再建や都市計画

による都市の再建などが進められてきた．しかし，復

旧・復興が進んでいく過程において，被災地における財

政状況の悪化傾向が指摘されているのも事実である．日

本銀行神戸支店（2000）４)によると，神戸市をはじめ，
いくつかの市で財政状況の悪化の傾向が目立ち，「過去

に例のない極めて深刻な状況に立ち至っている」と瞥告

を発している．また，兵庫県（19,5）５)によると，今後
の神戸市における財政の見通しとして，平成20年度には

5,130億円の累積財源不足が発生する，起債制限比率は現
在20％を超えた後も上昇を続け，平成16年度には24.7％

まで達することが見込まれている．同市のこれに対する

措置として，最大限の自助努力を行う一方で，国に対し

て支援措置のさらなる継続・拡大の協力に働きかけてい
くが，それでも神戸市を取り巻く情勢は極めて厳しい状

(2)自治体財政に関する研究の位置付け

災害による自治体財政への影響を定量的に分析・評価

した災害研究は意外に少ない．たとえば，小西（1996）

718)によると，復興財源による事業が兵庫県の経済にもた
らした影響を産業別総生産ベースで推定し，国の復興財

源負担のあり方を提案している．ここでは，兵庫県の地

域経済モデルを構築し，震災による生産力と雇用吸収力

への影響を予測しているが，域内産業の側面に特化して

おり，域内の財政状況全体を把握することはできない．

－３１５－ 



また，池田（1997）ｇ)によると，神戸市財政の破綻の要
因と再建の方向を，域内の産業およびインナーシテイの
問題から分析している．ここでは，神戸市財政が震災以
前から危機に瀕していたこと，神戸経済と財政の再建は，
成長型都市政策から，「生命を大事にし，生活の質を高
める」住宅，福祉，医療，教育など生活者重視の都市政
策への転換が必要であることなど，興味深い知見が得ら
れている．しかし，定性的なアプローチに主眼が極かれ
ており，結果に対する定還的な分析による実証的な裏付
けや評価までは行われていない．

ここで，災害からの自治体財政への影響を分析するこ
とが，従来の震災復興に着目した研究に対して，どのよ
うな位置付けになるのかを，行政機関のマネジメントシ

ステムを用いて説明したい．まず，マネジメントシステ

ムとは，恒常的にしかも短期的サイクルで組織のパフォ

ーマンスをモニタリングしていくためのツールであるＩＤ)．

これは，復興計画という政策目標をオペレーションに落

とし込む機能を持っており，行政サービスに対する顧客
は誰なのか，顧客のニーズは何か，日常業務のみならず

災害という劇的な環境変化にいかに適応していくべきか
などの意思決定の効率性の向上を助けるものといえる．

組織の機能は，Figu『ｅｌのようなインプット／アウト
プットモデルとして概念的に表現できる．インプットと
は組織がその目的を達成するために活用するものすべて

であり，資金，人材，設備などが含まれる．一方，組織
のアウトプットとは，当該組織によって作り出されるも
のすべてを指す．

このモデルに，対象組織を自治体，その目標となる政

策を復興計画と股定した際の一連のフローを表したもの

がFig.２である．組織は大別して３つの機能に区分して
捉えられる．すなわち，復興計画という政策の形成，マ

ネジメント，オペレーションである，矢印に付した１，２，

６はインプットを，矢印７はアウトプットを表している．

同様に，矢印３，４，５は組織内の活動を表しており，そ

れが「マネジメント」の領域であることを示している．

従来の震災復興に関する研究の大半は，主にアウトプ

ットの部分，すなわち，結果としての住宅の再建，生活

の再建，産業の活性化などを対象にしたものであった．

たとえば，従来の著者ら（2000）Ⅱ)による生活再建指標
の構築に関する研究も，自治体が住民の生活再建を政策

目標として実施してきた取り組みの結果として表れてく

る多様なアウトプットに着目して，生活再建の進捗状況

がモニタリングできるものと位置付けられる．災害研究

の中に，自治体財政に関する事例が少なかった理由とし

て，行政組織においては，インプット，特に予算は，外
部者（たとえば議会）によって決定され，自治体管理者

側ではその総枠をコントロールすることはほとんどでき

ないことが影響しているかもしれないしかしながら，

行政マネジメントを遂行する上で重要なフィードバック

システムは，インプットとアウトプットのそれぞれに適
切な目標値を定めて，継続的にモニタリングしなければ
ならない．このことを考慮しても，従来より着目されて
きたアウトプットのみならず，両者を共に正確に把握で

きることが政策目標達成のために必要といえる．

被災者その他の外
部からの要求

長官や駈会か

らの指令 ５ 

財政

(資金）

Fig.２自治体における復興計画策定に係るインプットノ
アウトプットモデル

(3)財政分析の必要性'2）

政策を実行するためには財政的裏付けが必要であり，
このために直近の決算書を基に市町村の収支の状況，歳
入・歳出構造を分析し，財政の健全性，財政運営の効率

性・公平性の各観点より検討を行わなければならない．

インプット，中でも財政に係る定量分析として，行政で
は財政分析が実施されている】2)．財政分析は，自治体財
政の最大の目的である「住民の仕事と暮らしを守る役
割」を果たすに足る財政担当能力（財政能力）を持ちえ

ているのか（現在の財政状況），さらには今後も持ち続

けられるのか（将来の財政状況）を診断するために必要

なものである．また，その自治体が何に予算を注ぎ込ん

できたのか，あるいは，それが住民の要求に照らして妥

当な使途であったのかについても診断することができる．

たとえば，財政の規模やその変動を，まず全体として捉

え，続いてその要因を個別指標の動きに着目しながら診

断することや，財政に関する諸指標（財政力指数，経常

収支比率，公債費比率など）を多年度にわたって把握し

ていくことで，各自治体財政の安定性や弾力性などを知

ることができ，その財政担当能力についての1つの診断が

可能となる．本研究では，平常時から用いられてきた千

波（2000）’2)による財政分析手法を用いて，震災前後の
当該自治体における財政を同様の視点から比較分析する

ことによって，当該自治体への震災の影響を把握しよう

とする

(4)研究の目的

本研究では，阪神・淡路大震災発生前後の地方自治体

の財政構造を定量的に分析し，それらを比較することに

よって，自治体財政構造にみる震災の影響を把握するこ

とを目的とする．具体的には，震災当時，災害救助法を

受けた10市10町（神戸市，尼崎市，明石市，西宮市，洲

本市，芦屋市，伊丹市，宝塚市，三木市，川西市の10市
と，津名町，淡路町，北淡町，一宮町，五色町，東浦町，

緑町，西淡町，三原町，南淡町の10町）および全国にお

ける類似団体を対象にし，それらの財政構造が震災によ

ってどのように変化してきたのかを財政分析を用いて検

討するものである．なお，本騰文では，財政状況の経年

的な推移を定量的に分析することを財政榊造分析と呼ぶ．

アクティビティ
（活動）

アウトプットインプット

組織

Fig.１組織のインプット／アウトプットモデルの簡略図
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2．財政分析の方法

特定
財源

（１）財政分析に用いる資料および統計

ａ）決算カード

予算・決算分析のための財政統計および資料には，市
町村が作成し，都道府県を通じて総務省（１日：自治省）
に提出している「地方財政状況調査表」や，この「地方

財政状況調査表」をもとにして総務省がその形式を定め
ている全国共通の「決算概況」と市町村が独自に作成し

ている「決算カード」と呼ばれているものがある．これ

が使えるのは，市町村の普通会計決算に限られるが，Ｂ４
版１枚に多くの情報が集約された非常に便利な資料であ
り，市町村財政の全体像に対する概括的な分析のほとん

どは，この資料によって実施できるといわれている’2)．

なお，決算カードに記載されている主な統計内容を
Tablelに示す．

また，よく知られるように，地方公共団体の一般会計

と特別会計の区分は地方団体ごとに異なる．そこで，総

務省ではこれを統一的に把握するため，一般行政を中心
とする普通会計と，水道，交通，病院等の地方公営事業

会計に分けて，財政統計を分類し，統計上普通会計を設

けている．具体的には，公営企業，準公営企業，収益事

業，国保事業，公益質屋事業，老人保健医療事業，農業

共済事業，交通災害共済事業以外のすぺての会計を合算

したものが普通会計にあたる．Fig.３には，自治体の普通
会計に属する事務事業の一般的な財政規模構成を示した

'])．これによると，財源は大別して一般財源（使途を自

由に決められる財源）と特定財源（あらかじめ使途が特

定されている財源）に分けられる．また，普通税と地方

交付税を主体とした一般財源が，普通会計の基となる資

金にあたり，それを基にして事務事業によっては国・都

道府県支出金を合わせ，あるいは市町村債（地方債）と

いう形での長期の「借金」を合わせることによって財源

を増やしている．この財源によって，全体の経費を賄う

という構成になっている．

本研究では，財政分析上必要と考えられる要件，すな

わち，地域間の比較，時系列に即した分析，データの入

手の容易さなどを考慮して，「決算カード」を用いるこ

とにした．前述したように，本研究で財政分析の対象と

する地域は，震災当時，災害救助法を受けた兵庫県下１０

市10町である．これらの地域に対応する財政カードは，

兵庫県が毎年度作成している「市町財政及び公共施設等

股
源

一
財

準財政

楓

Fig.３事務事業の財源構成モデル(市町村普通会計）

の状況14}２４)」にまとめられており，震災をはさむ１９８９
年度から1999年度までの１１年間についてのデータベー
スを作成した．

b）類似団体別市町村財政指数表

本研究においては，自治体財政構造にみる震災の影響
を把握することを目的とするため，当該団体の個別デー

タから震災以外の影響，たとえば，景気の悪化が財政構
造に与える影響等を除く必要が生じる．また，他団体と
の比較を行う際には，当該団体の財政に影響を及ぼしう

る諸条件，たとえば，人ロや産業構造等の規模の影響を
除く必要がある．これらの要件を満たすために，総務省
が毎年度提案している「類似団体別市町村財政指数表2斗

３５)」を援用することにした．これは，人ロ（国勢調査，
住民基本台帳ベース）および産業構造（就業人ロベー

ス）を基にして，人口と産業榊造によって全国の市町村

を類似した団体にグループ分けし，都市については29類

型，町村については39類型を設定している．本指数表は，
大規模な合併が行われていないこと，実質単年度収支に

おいて著しく多額の赤字を生じていないことなどを考慮

し，標準的な財政運営を行っている市町村を選定し，類
型番号を付している．１９９９年度における市町村類型の基

準をTable2に示した．なお，類似団体別市町村財政指

数表において対象となる統計は，普通会計ベースの決算

カードにおいて対象となるもの（TabIel参照）と同様で
ある．

(2)財政分析の方法

a）財政統計データの標準化

財政分析に際し，まず，個々の財政統計データを標準

化する．前述したように自治体財政構造における震災の

影響を把握するためには，①景気の悪化等，震災以外の

影響および②当該団体のもつ人ロ，産業構造等の規模の

影響を除く必要が生じる．その要件を満たすために，標

準化財政指数（８））を提案する．なお，Fig.4(a)および(b）
にはその概念モデルを示した．

Fig.4(a)中のＤｉｗは，地域ｘにおけるある財政統計が
災害発生後に実際に示した値の変動を表している．しか

し，このような震災後の実績値Ｄｉｗの変化のすべてが
震災による影響とは限らない．たとえば，地域xで被災

した場合に，災害発生とは異なる要因で地域xと類似し

た財政構造をもつ団体全体の景気が悪化したとしよう．

その際には，地域ｘのある社会統計が示す実績値は，被

災と景気の悪化という２つの要因で減少することが考え

られる．そこで，震災の影響による直接の効果を把握す

TabIel決算カードにおける主な記載内容12）

産業構造(就業人ロベース）
面積･人口密度･世帯数
都道府県名･団体名
市町村類型
市町村税の状況
指定団体等の指定状況
収支状況
職員･長･蟻貝等の待遇
一部事務組合加入の状況
基本的財政指標
歳入の状況
性質別歳出の状況
経常収支比率
目的別歳出の状況
公営事業等への繰出し等
国民健康保険事業会計の状況
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回･県支出金

目的税･その他特定財濁

その他の-級財竃

地方交付税
（特別）

(普通）

地方壊与税

普通税

(住民税．

固定資産税など）
自動車交付金

(75％） 

(25％） 



Table２類似団体類型の構成,選定団体数および該当団体数(地方財政調査研究会,1999）
(a)都市
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(b)町村
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Ⅱ次Ⅲ次
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６１６５５５５８３６４０１１１１３３１６６１７７ 
３８３９４２４２１８２０１１１１１００１０３ 
３２３７２７２９５５１１６５７２ 
３１３５１１１Ｂ３４４５５７ 
３４０３９８５６２６３９６７２７６１４３８ug4）２２８(266）２２４０【２５５８１

＋｜風一ｍＴｌｖｌＷｌⅧ｜画

るためには，被災しなかった場合にその指標が示したで

あろう変化を想定し，従来被災地域ｘに類似した財政状
況を保っている団体で変化した自然災害以外の要因によ

る社会情勢の影響を取り除く必要がある．ここでは，も
し震災が発生しなければ，地域ｘのある財政統計が示し

たであろう値の変動が，他のすべての類似団体（平均

値）ｘｏにおける同一項目の財政統計が示す値Ｄｉｏ黒,と同じ
傾向で推移していたものと仮定した．つまり，類似団体

xoのある財政統計の実績値Ｄｊｗは，災害が発生した場合

（船）

もその影響を受けず，発生しなかった場合と全く同じ推
移を辿るものと考えた●そして，もし災害が発生しなけ

れば，地域ｘにおける財政統計の実績値Djb黒'は，比較基
箪となる類似団体和のそれと同じ傾向で推移すると仮定

した．したがって，地域Ｘの標準化財政指数は，式[1]の
ように定義することができる．また，この定義に従うと，
式[1]に示すように類似団体との比率を算出することによ
って，当咳団体のもつ人ロおよび産業構造規模の影響が

除去され，他団体との比較検討が可能となる．

ＤＬＪ 

団璽'=万75万
、

Six;，：地域エの災害発生後第【期における生活
再建指標

Diw：地域ｘの災害発生後第【期における社会
指標の実績値の標準化指数

Djb八，：災害が発生しなかったであろう地域ｘ（類
似団体xo）での社会指標の推定値

標準化財政指数sの推移を示したFig.4(b)にみられる
ように，地域xにおけるある財政指標の水準が，基準と

した類似団体功の水準と等しければ，標準化財政指数Ｓｌ
はｌとなり，地域ｘにおける標準化財政指数が類似団体

功における状態と同様の財政状況を表す．また，それが
基準とした類似団体xoの水準より低い値を示せば1以下
の値，それより高い値を示せば１以上の値で表される．

このような仮説のもとに，ある地域ｘの示す各財政指標

の水準と基準類似地域和のそれが示す水準との比率を継
続的に示すことで，震災の影響からみた復旧・復興状況

を明確化した．

b）財政分析の手順
千波（2000）’2)によれば，財政分析を行う際に必要な

視点は，自治体財政の最大の目的である「住民の仕事と

暮らしを守る役割」を果たすに足る財政担当能力（財政

能力）を持ちえているのか（現在の財政状況），さらにＦｉｇ４標準化財政指数(SDの概念モデル

－３１８－ 
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３ ２ 
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計
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430,000人以上 Ⅵ 1４ １７） ６（６） 。（･） 。（－） ） －（－） 2０ 23） 

所 114 【138） 154（178） 131（148） 115（124） 3９ 43） 2７（２８） 580 659） 
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Ⅲ次55％以上 ｎ次55％未満
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Ⅱ次,、次
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I土今後も持ち続けられるのか（将来の財政状況）を診断
することとされている．また，兵庫県（2001）２４)によれ
ば，まず，総括的検討を行い，財政構造の全体を概略的
に把握し，問題点を抽出した上で，個別的検討を行い，
その要因を検討することとされている．具体的には，総
括的検討では，財政の弾力性，すなわち，人件費，扶助
費，公債費など，容易に削減しにくい義務的性格の強い
経常経費に，地方税，地方交付税，地方譲与税を中心と
する経常一般財源収入がどの程度使われているのかをみ
ることとしている．また，個別的検討としては，地方債
などの多くが将来の財政負担となる指標に着目し，財政
の弾力性を失わせる－因となるものを検討することが一

例として挙げられている．さらに，日本銀行神戸支店
（2000）４)の金融経済レポートでは管内の市を対象に，
現在の財政状況を示す「経常収支比率」と将来の財政負
担を示す「地方債残高の歳入に対する比率」の関係を用
いて，各団体の財政構造の健全性を表し，定性的ではあ

るが，その結果によって団体が分類できるものと定義し
ている．

以上を踏まえ，本研究における財政分析の流れは次の
ようになる．①兵庫県下の１０市10町における財政構造
の健全性を，各団体がもつ経常収支比率と地方債残高の

歳入に対する比率の関係から検討し，クラスター分析を
行うことによって，その構造が似たものを集め，類似グ
ループを抽出する．②①において抽出された各グループ

がもつ財政構造の特徴を，主要な財政統計を用いて，個
別的検討を行い，考察を加える．

３．阪神・淡路大震災による財政構造変化の分析と
その考察

(1)財政構造の健全性

前述したように，本研究では，経常収支比率と地方債
残高の歳入に対する比率のバランスによって，財政の健
全性を表せるものとする．まず，これらの関係からどの
ような財政構造が読みとれるのかについて説明する．
経常収支比率は人件費，扶助費，公債費など，容易に
削減しにくい義務的性格の強い経常経費に，地方税，地
方交付税，地上譲与税を中心とする経常一般財源収入が
どの程度使われているのかをみる財政の弾力性を測る指
標であり，その値は低いほどよいといわれている’2)・￣
般的にその値が８０％を超えると弾力性を欠くものといわ
れている．すなわち，このＩ指標のみに着目すると,そ
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Fig.5(a）地方債残高の歳入1二対する比率と経常収支比率との関係(１０市１０町,1989-1999年度）
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の値が小さくなるほど（軸の表示を逆にしているため，
図中では下方にあるほど），財政状況は硬直化し，財政
全体としての健全性を保つことが難しくなることを表す．
なお，この指標によって「現在の財政状況」を把握する

ことができる．これに対し，地方債残高は，地方債の起

債という形で各自治体が借金をした額の合計を示す．算
出方法は，「前年度末の現在高」に「当該年度の発行
額」を加え，そこから「当該年度の元利償還額」を差し

引いた額となる．借金である地方債現在商は少ない方

（図中の右方にあるほど）が財政状況は健全であるとみ

なせる．地方自治体の事業は事務事業であれ，建設事業

であれ，地方債の起債なしには財源の手当が難しいが，

その歳入に占める比率が１０であることを目途にし，そ
れを超えないようコントロールしていくことが大切であ

る．なお，この指標によって「将来にかかる財政負担」

を把握することができる．両者の指標の性質を考慮すれ

ば，図中右上方に位置するほど，当該団体の財政状態は
健全であることを示すものといえる３５)．

Fig.5(a)および(b)は，対象団体である兵庫県下の１０市
１０町における地方債残高の歳入に対する比率と経常収支

比率との関係を1989年度から1999年度までの１１年間の

推移として示したものである．なお，グラフの見方は，
図中の大きい黒丸が1989年度の財政状況を表し，そこか
ら財政状況が変化し，×印が阪神・淡路大震災発生年で
ある1195年度の財政状況を表す．さらに，被災年度から

最近の1999年度までの財政状況の変遷を図中の曲線の動
きによって表している．

兵庫県下の１０市１０町において，その背後に存在する

財政櫛造変化パターンを客観的に抽出・分類するため，
クラスター分析を実施した．この手法は，多次元の情報
の因果関係を解きほぐし，可能な法則性を推理するのを

助ける数学的手法で多変量解析に属する．なお，クラス
ター分析の手法は，その分け方の基準として組み合わせ

的な方法の１つであるWar。法，分類の距離の計測には
平方ユークリッド距離を用いた．

Fig.６には，震災をはさむ1989年度から１”9年度まで

の10市１０町における経常支出比率と地方債残高の歳入

に対する比率との関係を非類似度（距離）によって，グ

ループ化した結果をデンドログラム（樹形図）で表した．

図中の０（数字）はグループ名を表す．なお，横軸に示
した数値は，各サンプル間のもつ性質の類似度を表し，
この数値が小さいほど類似度は強く，大きいほど類似度

罰
的
沁
即
的

丹
封
例
与
後
理

100 

伯
釦

１
 

２．５２１．５１０５０ 

珀方■痢寓／■入

6０ ６０ 

ね
印
的

好
封
Ｈ
ｇ
任
埋

０
０
０
 

７
８
９
 

母
型
拭
昼
舞
専

⑲ 100 100 

１１０ 

伯
釦

１
 

6０ 

洞
印
即

時
ゴ
例
碍
低
埋

100 

仰
釦

１
 

印
ね
”
伽

＆
丑
拭
辱
佐
囲

、
伽

１
１
 

2.5２１．５１０５０２５２１．５１０．５０２．５２１．５１０５０ 

地方■■寓〆広入地方伍残肉〆■入地方伍■高／広入

Fig.5(b）地方債残高の歳入Iこ対する比率と経常収支比率との関係(１０市１０町,1989-1999年度）
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Fig.６地方債残高の歳入に対する比率と経常収支比率
のクラスター分析結果(デンドログラム） 100 

110 

５０ 
は弱くなる．これによると，対象とした２０団体は大別し

て３つのグループに分類された．また，それぞれのパタ

ーン下に内在する本質的な傾向を抽出するため，各グル

ープに属する各社会指標の平均的な推移を求めた．具体

的には，同じグループに属する２指標の各年度別データ

を平均することによって，個別指標がもつ誤差の影響を

取り除き，そのグループのもつ真の特性を見出そうとし

た．

Fig.７には，兵庫県下１０市１０町における財政構造を表
す指標を用いて抽出した財政構造変化の３つのグループ

を示した．

まず，グループｌは，Fig.５中の①から③が該当し，震
災時の経常収支比率の増加（落ち込み）が17％と著しく，

その後，経常収支比率を回復できない上に，地方債残高

の歳入に対する比率も年間平均３４％の割合で増加し続け

ているグループである．具体的には，震災による被害が

大きかった神戸市，芦屋市，西宮市が含まれる．グルー

プIでは，震災によって財政構造が大きく変化しており，

現状の財政状況の悪化だけでなく，将来への負担も継続

的に増大している危機的な財政構造がうかがえ，いわば

「中心被災地型財政グループ」と呼ぶことができる．

また，グループ２は，Fig.５中の④から⑦が該当し，震
災時の経常収支比率の増加（落ち込み）が７％と比較的

大きく，その後の２年間において，経常収支比率に若干

の回復基調はみられるものの，地方債残高の歳入に対す

る比率は年間平均１０％の割合で徐々に増大しているグル

ープである具体的には，尼崎市，伊丹市，川西市，宝

塚市が含まれ，先ほどのグループ１と比較すれば「中間

型財政グループ」に位置付けるものと考えた．グループ

２では，震災による財政構造の変化がグループ１ほどで

ないものの認められるが，直後に経常収支率を回復させ

ようとする動きがみられることから，むしろ将来の財政

負担の増大が今後の問題となりうるであろう．

さらに，グループ３は，Fig.５中の⑧から⑳が該当し，
震災直後に経常収支比率は増加する（落ち込む）が，そ

の差は４％に過ぎず，経常収支比率の弾力性限界といわ

れる８０％前後での変動にとどまっている．一方，震災直

後からの地方債残高の歳入に対する比率は，若干ではあ

るが継続的に増大している傾向を示す．具体的には，三

6０ 

０
０
０
 

７
８
９
 

掛
君
楓
昼
餐
魂

1００ 

１１０ 

２．５２１．５１０．５０ 
地方債残高ﾉ歳入

Fig.７１０市１０町における財政統計からみた財政構造
変化パターン(1989-1999年度）

木市，明石市，洲本市の３市，一宮町，北淡町，淡路町，

東浦町，津名町，三原町，緑町，南淡町，五色町，西淡

町の１０町が該当し，震災による財政構造の変化は認めら

れるが，財政構造の弾力性は維持されており，地方債残

高の歳入に対する比率もそれほど増大していないことか

ら，他の被災団体と比べれば「健全型財政グループ」に
位置付けられよう．

(2)グループ別にみた財政状況

１０市１０町における経常収支比率と地方債残高の歳入

に対する比率のバランスによって，大別して３つのグル

ープに分類できた．ここでは，これらのグループにおけ

る震災前後の財政構造にどのような特徴があったのかを，

主要な財政統計を用いることによって検討する．なお，

財政分析は，主要な基本的財政諸指標，歳入構造等の財

政統計を用いて行う．

まず，グループ１の３市における財政構造について分

析してみよう．Fig.８は，グループ１に該当する３市にお
ける財政力指数，公債費比率，起債制限比率，経常収支

比率（再掲）の１９８９年度から1919年度までの平均的な

推移を示したものである．なお，「平均的な」とは，歳

入に関する統計データを標準化し，比較可能にした後，

同年度における３市の平均値を算出したことを表す（以

後，この意味で用いる）．ただし，本来，財政力指数は

－３２１－ 

グループ１

Ｂ◆●●□■■●p●● ●●●ロ■▽･●ＰＣ◆■■ｑ



1６０ 

る．また，１９９５年度において，財政力指数がsoを超え
ており，長年普通交付税の配分を受けない不交付団体と
されていたが，震災を契機として交付団体へと移行して
いる中でも西宮市と芦屋市では，住民に高所得者層が
多いことから，震災前には地方税の歳入に占める比率は，
市民税のみで３割以上，地方税全体では５割強に達する
など，豊かな財政基盤を備えており，長年不交付団体と
なっていた4)．

Fig.９には，グループ１における平均的な歳入構造を示
した．これをみてもわかるように，震災の影響により税
収が落ち込む一方，震災復興のために多額の支出が必要
となったことから，歳入に占める地方債の割合が著しく
高まっている．また，後述するが，起債制限比率が替戒
値である７５％を超えており’2)，これに対する行政指導の
影響もあったためか，最近では徐々に地方債の歳入に占
める割合が低下している．次に，公債費比率については，
震災によって大規模な被害が発生し，その復旧・復興に
際して大量の地方債を発行した見返りとして，公債費が
増大しており，それに対する元利償還金および－時借り
入れ金利子が標準財政規模に占める割合は増加基調を示
している．公債費比率は，震災前から若干増加傾向を示
していたが，震災を契機にその増加率は上昇の一途を辿
っている．この値は，一般に７５％程度が危険なレベルと

されており，震災以降，グループ１における財政の弾力
性はかなり硬直してきており，後年度の財政運営に影響
を与えるものと考えられる．また，起債制限比率につい
ては，前述のような震災に伴う大量の地方債発行によっ
て，その返済に充てる金額が増大しており，それが経常
的な歳入に占める比率は増加基調である．これによると，
歳出に占める投資的経費の割合が被災後急増しており，
公債費比率と同様，起債制限比率が高いことは，公債の
発行による財政への負担が重いことを示している．前述
のように，起債制限比率が７５％を超える自治体は地方債
の管理に対する留意が必要（行政指導等），また100％
以上の自治体については，地方債の発行にあたって一定

の制限を受けることになる．グループ１では，1998年度
において起債制限比率が７９％に達しており，その後も増
加傾向を示しており，地方債の管理に十分な留意を払う
必要がある．さて，以上のような地方債残高の累増を受

けて，われわれに降りかかってくる将来の実質的な財政
負担はどのように変化してきたのであろうか．

Fig.１０は，グループ１の各団体における将来の住民１

人当たり実質的財政負担を経年的に示したものである．

ここで，実質的財政負担とは，地方債残高と債務負担行

為額の合計から基金残高を引いた値とする．これによる

と，いずれの団体においても実質的財政負担額は震災前

から若干の増加基調にあったが，震災後，その傾向は急

激に加速していることがわかる．たとえば，神戸市では，
１９９１年度における住民1人当たり実質的財政負担額は

155万円まで増加し，震災前の1993年度におけるそれの

６５万円に比ぺ２．４倍にも及んでいる．また，芦屋市は，

バブル期には積立金が債務を上回り，貯蓄超過となって

いたが，1991年度では住民１人当たりの実質的な財政負

担額は１１４万円まで膨らんできている．西宮市でも，神

戸市や芦屋市ほどではないものの，住民１人当たり実質

負担は増大しており，１９９１年度には７７万円に達し，
1989年度の１８万円に比べ，４倍にも及んでいることがわ
かった．

続いて，グループ２における財政構造について分析し

てみよう．Fig.１１は，グループ２に該当する４市におけ

一財政力宿散
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Fig.８グループ１における財政力指数,公債費比率，
起債制限比率,経常収支比率
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Fig.１０住民１人当たり実質的財政負担の推移

大きい（ｌを超える）ほど良い評価になるので，ここで

はその逆数を用いた．すなわち，その値が増加するほど，

財政力は低下していることを表す．また，各指標の基準

値を５０に揃えるため，財政力指数については５０倍，公

債費比率および起憤制限比率については５倍の値を用い，

経常収支比率については原数値を用いた．これにより，

財政力指数や起債制限比率のもつ基準値（10もしくは

'5％等）も変化することに注意されたい．

これによると，まず，財政力指数は1915年度までほぼ

一定値を示していたが，震災後，増加基調に移行してお

り，震災の影響によって財政基盤が弱くなっていること

がわかる．これは，震災による人ロの減少によって，市

民による税収が減少したことが主な原因として考えられ
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グループ２における財政力指数,公債費比
率,起債制限比率,経常収支比率
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Fig.１４グループ３の歳入構造(1989-1999年）

己牒Ｉ 
園

示した．これによると，グループ１の歳入榊造に比べる

と，地方債の歳入に占める割合が低いことがわかる．そ
れに対し，震災前からの比較的高い地方税の割合を震災
後においても維持している様子がうかがえる．このこと

から，平常時からの財政のやりくりが，震災後の影響に
依存することが考えられる．しかしながら，グループ１
とグループ２においては，震災による被害規模が実質的
に異なるため，被害内容や規模を考慮しつつ，検討して
いくことが今後の課題の１つである．また，公債費比率
については，グループ１の場合と同様，震災前から若干

増加傾向を示していたが，震災後も震災前と同様の傾向
を示している．前述したように，一般に７５％程度が危険
なレベルとされており，震災以降からの増加基調によっ

てグループ２における財政の弾力性も減少傾向にあるた

め，今後の推移に留意する必要がある．さらに，起債制
限比率については，震災以前からの健全な状況を震災後
も維持されている．

最後に，グループ３における財政構造について分析し

てみよう．Fig.１３は，グループ３に該当する３市10町に
おける財政力指数，公債費比率，起債制限比率，経常収
支比率（再掲）の１９８９年度から1999年度までの平均的
な推移を示したものである．

これによると，グループ３における財政力指数につい

ては，震災前から継続的に高い値を示しており，非常に
財政基盤が弱いことがわかる．震災後も，震災前の財政
状況と変わらず，低い水準で維持されている．

Fig.１４はグループ３における平均的な歳入構造を示し

たものである．これによると，このグループにおいては，
財政力が低いため，国からの普通交付税の配分によって

歳入のうち約４０％を賄ってきた．一方で，地方税の歳入
に占める割合は非常に低く，震災後もこの傾向は維持さ

れている．震災後も，震災前同様，地方交付税および上

乗せした地方債による財源のやりくりをしてきた．これ

については，財政だけでなく被害や復興基金との関連も

考慮することにより，分析を進めていく必要がある．ま

た，公債費比率については，グループ２の場合と同様，
震災前から若干増加傾向を示していたが，震災後も震災

前と同様の傾向を示し，安定した財政状況を維持してい

る．さらに，起債制限比率についても，震災以前からの
健全な状況を震災後も維持している．

。
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Fig.１３グループ３における財政力指数,公債費比率，
起債制限比率,経常収支比率

る財政力指数，公債費比率，起債制限比率，経常収支比

率（再掲）の1989年度から1999年度までの平均的な推

移を示したものである．

これによると，財政力指数については，震災前からの

本来の財政基盤の強さもあって，極端な財政の悪化は避

けられたといえる．日本銀行神戸支店（2000）４)による

と，震災後においても財政力が比較的高く維持できてい

るのは，これらのうち尼崎市は競艇事業等の収益事業に

よる収入が下支えしており，他の市については人口増加

が寄与しているためとされている．

Fig.１２には，グループ２における平均的な歳入構造を
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４．結語と今後の課題 で検証する必要がある．たとえば，各自治体の地方債発
行のうち，仮設住宅の建設やライフラインの修復など直
接復旧・復興に使われた費用の内訳等を明らかにし，実
際の被災データと照合することによって復興過程分類の
信頼性を向上させることができる．また，国からの公的
資金，復興基金等のインプットとの関連を踏まえ，より
広い視点から財政構造に係る分析をしていくことが必要
である.今回は，本研究において主に歳入面からの分析
を行ってきた．今後，行政サービスに係る経費面，歳出
構造に着目することによって復興過程を分析することが
課題として挙げられる．

本論文では，阪神・淡路大震災発生前後の地方自治体
の財政構造を定量的に分析し，それらの比較によって自
治体財政構造にみる震災の影響を把握することを目的と
した.具体的には，震災当時災害救助法を受けた兵庫県
下の10市１０町を対象とし，それら自治体の財政状況を
普通会計ベースで表した決算カードを用いて，財政分析
を行った．本研究で得られた知見を以下に要約する．

ｌ）行政機関のマネジメントシステムを援用して，災害研
究における自治体財政分析の必要性を示唆した．本研
究では，従来の多くのアウトプットに着目した復興分
析ではなく，行政サービスを実施する際のインプット
となる財政に着目して，震災復興を分析した．

２）自治体の財政構造において，震災のみの影響を抽出し，
モニタリングするための手法として，標準化財政指数
Ｓの概念を提案した．これは，対象とした被災団体と，
人ロ規模および産業構造が類似した団体群のもつ財政
構造を比較することによって，震災以外の影響および
当該団体規模の財政への影響を取り除くことができ，
統一基準で比較分析することが可能となる．

3）対象団体である１０市１０町における財政構造は，現在
の財政状況および将来の財政状況の関係を考慮すると，
大別して３つのパターンに分類できることがわかった．

なお，現在の財政状況を経常収支比率，将来の財政状
況を地方債残高の歳入に対する比率で表せるものと仮
定し，この手法が復興過程の把握に有効であることを
示した．３つのパターンとは，その財政構造の変化過
程から，以下のように分類できる．

①「中心被災地型財政グループ」：未だ復興できず
②「中間型財政グループ」：徐々に復興の兆しあり
③「健全型財政グループ」：震災の影響が小さい

4）主要な基本的財政諸指標を用いて，３）で抽出された
グループ別に財政分析を行った結果，財政分析を用い
て，当該自治体の財政構造変化をみることによって，
復興状況を把握することができた．

5）４）の結果，①震災によって地方税収が減少したため，
震災直後から復旧・復興に資する大量の地方債を発行
して歳入を賄ってきた．その見返りとして，公債費や
－時借り入れ金利子等が財源に占める割合が膨張し，
現在までの財政構造の硬直化（不健全性）を招いてい
る，②①の結果として，将来の住民1人あたり実質財
政負担が増加の一途を辿っている，③団体別に歳入構
造を検討した結果，震災前の財源のやりくりが，震災
後の財政状況の影響を与えることを示唆した．たとえ

ば，平常期から地方債で歳入を賄っている場合，震災
後においてよりその傾向が増大し，将来の公債返済の
足かせとなること，一方，平常期における地方税の歳
入に占める割合が財政力の強化に影響を及ぼし，震災
後にもその傾向を維持できうる，などを示唆した．
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